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1.課題 と分析の対象
日本資本主義の歴史的発展過程において、戦前段階に小農民が展開 した近代的農民運動は、戦
前段階の農民層分解および地主制の解体過程の解明に関して、重要な意義をもっている。また、
現代との接続についてみれば、昭和恐慌期以降の農民運動の展開は、日本で最初の国家独占資本
主義段階の農民運動として、十分に検討すべき意義をもっている。
この農民運動史研究の過程をみると、戦後の初期には、事件や運動の経過を中心に編成する運
動史の体系化がなされ(青木恵一郎氏その他)た が、社会科学的な分析は十分につ くされず、他
方で、研究者の側からは、栗原百寿氏の研究にみられるように、農業危機の展開の諸段階として、
運動展開を総括する全機構的な基本視角が示されたにとどまっていた。その後、学界において、
農地改革の評価についての論争が展開され、また、農地改革後に農民運動の沈静がみられたこと
と関連 して、再び農民運動史の研究がとりあげられ、栗原百寿氏を中心に、岡山県、香川県の農
民運動史の実証的研究成果が蓄積された。
他方、この時期に、経済史学会では、農地改革の理論的規定と関連 して、地主制の本質解明が、
理論的 ・実証的になされ、いわゆる 「地主制論争」が展開されたが、この論争は封建制から資本
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制への移行期に重点がおかれていたため、日本地主制の確立、解体に関しては、十分な解明がな
されず、この研究が近代的農民運動の展開と関連づけられることは弱か った。
こうして地主制史研究と農民運動史研究とを統一的に接続させる課題の追求は空白に残された。
1960年以降、地主制研究の重点も、産業革命と産業資本確立過程の研究と接続する方向に
転換 しはじめ、この視角からの研究業績も出現 し、この地主制史研究の深化の巾から、農民運動
史研究の新しい胎動がみられる。
このような研究状況の中で、農民運動史研究の課題は、日本資本主義の類型的 ・段階的な分析
の中で、農民層分解論を媒介にしながら、農民の主体的な段階闘争の展開と、地主制研究史とを
統一的に把握することである。このことによって、地主制の解体過程 と農民運動との接続関係を、
明確に してゆ くことが重要である。
われわれの農民運動史研究は、以上の視角か らおこなわれた。この視角から、農民運動史を分
析 しようとするならば、地主制展開の諸過程との統一分析を深めるために、特定の地域を選定し
て、研究を深化させることが必要である。この研究の対象地域としては、東北地方 ・宮城県を選
定 した。
これは、従来、農民運動史の分析が、岡山 ・香川 ・兵庫 ・京都 ・奈良などの西日本諸県を対象
になされ、また、北陸の新潟県について分析されているが、東北地方を対象とした研究は無 く、
研究史上の空白となっていたためである。また、宮城県を対象としたのは、宮城県が、東北地方
の農業の主体 となる稲作農業の典型的な地帯構成を確立すると同時に、そこには、明治末期か ら
近代的農民運動の展開がみられ、大平洋岸の岩手 ・福島の両県に対して 、指導的な影響力をおよ
ぼしていたためであ った。 とくに、宮城県遠田郡南郷村を対象に、明治期以降の地主制史の研究
が深化されていたという条件は、すでにのべた視角から農民運動史を研究する上で 、重:要な問題
であった。
ただ、明治初期の宮城県下の自由民権期の運動展開の過程では、この運動と農民問題との具体
的関連がとらえられないので、宮城県よりも広汎に運動が展開 され、また産馬改良と自由民権運
動との対応関係が存在する岩手県の自由民権運動を対象として分析 し、この側面を補 った。
2.日本資本主義と近代的農民運動の構造一 分析の視角
すでにのべた課題に従 って、研究を行なうためには、日本地主制の類型的 ・段階的規定を明確
にし、その構造的矛盾を解明 しておかねばならない。日本地主制の類型の本質規定については周
知の論争がある。地主制は、本質的に、過渡的範疇 に属するものであり、これを封建制や資本制
の本質からのみ論 じることは、歴史過程の内容に即 した方法ではない。
この類型の本質把握のためには、かつて、大石嘉一郎氏が 『農民層分解の論理と形態』で明ら
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かにしたように、農業の発展段階による段階規定と、工業の発展段階による資本主義の全機構的
な発展段階とを区別する視角から、農民層分解の段階規定を与え、この両規定の統一によって、
地主制の類型規定を明確にすることが必要である。 この視角からみれば、明治の地租改正以降の
段階の地主制は、後進資本主義国の地主制として、類型的に規定される。この類型の日本地主制
の確立は、その時期についそは論争をふ くむが、日本の産業資本の確 立がみられる、明治30年
以降であり、日本資本主義の不可欠の構造的一環として、日本地主制も確 立する。
この視角から、地主制の構造分析を体系的に試みたすぐれた業績に、永原慶二、中村政則氏 ら
の 『日本地主制の構成と段階』(東 京大学出版会)が ある。ここでは、製糸業地帯をふ くむ山梨
県の地主経営の個別分析を通 じ、地主的土地所有の小作料収取機構が、小作農民経営における低
賃金と高額小作料との結合の上に完成されることを明確にし、これを日本地主制確立の質的指標
として とらえている。 日本地主制は、この関係を基礎に、(1)米穀流通を媒介に、②地代の産業資
本への転化の機構の形成を通 じて、資本主義経済制度 と統一関係におかれる。この中村氏 らの研
究は、 日本地主制の特殊構造を、全体的 ・統一的に体系化 したものとして、高 く評価 される。
しかし、中村氏 らは、この分析において、商品市場 ・労働市場 ・資本市場の流通過程が地主制
と資本主義の統一を媒介することを重視し、この側面からの検討に重点をおいている。しか し、
この結果として、地主制の構造の体系化において、流通過程分析が、その本質において、日本資
本主義の蓄積=再 生産機構の一環の分析にほかならない点が過少評価されるとい う欠点を生 じて
いる。 このため、農業の発展段階からする農民層分解 の段階規定と、資本主義の全機構か らする
段階規定の統一把握から、農民層分解の形態規定をおこない、これを地主制の展開と接続する作
業が弱められ、地主制の分解、解体過程の解明に、近代的農民運動の展開の分析がなされるが、
農民優位 の地主制解体か、地主制優位のそれかを追求するという点に、研究が一面化される問題
点を生 じている。地主制の解体期における、農民層分解の段階規定と、国家独占資本主義の段階
規定の統一把握が弱められている。
このような欠点を生 じないためにも、日本地主制の構造把握の体系化と、その内部矛盾の解明
にあたっては、農民層分解 の段階規定と類型規定を統一的にとらえ、それを位置づけることが、
きわめて重要な意義をもつ。
後段の展開にみるように、農業の発展段階規定からみれば、地主的土地所有は、農業生産力の
低水準に規定され、小農民経営の様式が、商品生産規定と自然経済の規定の両面規定を受 ける発
展の段階において、商人 ・高利貸資本が、土地所有に転化することによって形成されたものであ
る。日本資本主義の後進資本主義国として の類型によって、 この地主制が、これとは異質な産業
資本の確立の過程で完成され、後進資本主義の一環に定置されるところに、その構造的矛盾の出
発点があり、さらに、 この産業資本が確立と同時に金融資本に転化 し、帝国主義へと形成され、
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地主制が、日本帝国主義の一環に編成されるところに、さらに特殊の段階規定をもつ。
この構造において、確立と同時に近代的農民運動が形成され、この農民運動の存続が、地主制
の地代率定額化 ・固定化 ・地代率低下の一要因となり、農業生産力の上昇によって、農民層の小
ブル ジョア的分解段階への移行がもたらされる。 しか し、 この過程は、第一次大戦後の独占資本
主義の本格的確立、大恐慌期の国家独占資本主義への移行と重なりあい、農業資本主義確立の展
望をもちえない全機構的規定の中に置かれることとなり、近代的農民運動は、地主制の解体要因
としての機能を果たすにいたる。
このような、日本地主制の類型の構造的矛盾の展開が、後章において、大正期一昭和初期の農
民経営の個別分析と地主経営分析との接続、農民運動展開との関連において解明される。この視
角での、地主制史研究 と農民運動史研究 との統一把握が、 この論文の中心内容である。
3.勧農牧畜政策 と自由民権運動の対応
一 原蓄段階の農民運動の一形態 一
近代的農民運動としての小作争議に先行する、地主制の形成過程における運動として、自由民
権運動がある。この研究における蓄積は大きいが、自由民権運動と農業構造との関連を直接に分
析 した研究は少ない。そこで、岩手県を対象に、自由民権運動と農業問題とのかかわりを追求する。
自由民権期の農業問題は、上からの原蓄の展開に対抗する地租軽減の運動が中心課題 となるが、
馬産が重要な意義をもつ、後進的な岩手県農業においては、この課題が、領主制的な産馬規制 と
その解体における、明治政府の勧農牧畜政策(殖 産興業の一環)と 、豪農層による産馬事業民営
との対抗として展開される。自由民権運動は、この対抗において豪農層と結びつき、地方議会の
開設を舞台に、上からの再編成を挫折させ、産馬事業民営を実現させ、外国種馬を輸入 して、産
馬改良を推進する。ただし、この過程への農民層の直接的な運動参加がみられるまでに、対抗は激
化 しなか った。
この段階では、 この後、農民層の商品生産者としての成長のお くれから、地主制と結合する馬
小作が支配的な構造となる。これは、明治27・28年 以降の軍馬政策の確立と対応 したも・ので
ある。
4.明治末期の農民運動の構造
分析の対象とした宮城県では、明治30年 代における地主制の確立以降、明治末期、大正末一
昭和初期、農業恐慌期の三つの画期に大規模な近代的農民運動の展開がみられる。これは、小作
争議を主要な内容としたものである。
明治末期の農民運動とその構造か ら分析がはじまるが、明治末期の小作争議は、明治41年 の
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生産米検査の実施と、その直前の大凶作の発生を主要な契機とした、小作料減免運動である。運
動は仙北平野の稲作地帯に成長 し、小作人同盟会の組織によっておこなわれた。巨大千町歩地主
の存在 した桃生郡では、この組織は、郡規模の組織に成長 し、巨大地主と対抗した。
この背景はすでにのべたが、生産米検査の実施は、宮城県の稲作地帯が東京市場と密接に結合
したことの反映であり、資本主義の確立を背景にもつものであった。 この段階では、この変化と
ならんで、採草地の開田、農民経営における手工業と農業との結合の解体など、自然経済の諸規
定の解体が進行する。 しか し、農業生産力の形成は、明治農法の未確立によって凶作(冷害 〉を
克服 しえない段階であり、農民経営におけるこの矛盾が、運動の動力となる点で運動の初期段階
を規定 している。さらに、帝国主義的租税収奪の強化が、争議展開の一要因として作用 している。
この構造は、後進的な未成熟面もあるが、 日本地主制の構造矛盾を典型的に示すものであり、
この関連において、後進的な巨大地主地帯においても、全国と同一の、近代的農民運動の展開が
なされる。
5.大正期農 民運動 の構造
宮城県下の農民運動は、明治末の自然発生的な争議の伝統をそのままに うけつぎ、大正12年 、
桃生郡鹿又村に、日本農民組合が設立されることによ って、新 しい段階がはじまる。これとなら
んで宮城県下では、米騒動の展開を画期に労働組合運動が展開され、大正13年 には、政治研究
会支部も結成され、農民運動は、労農同盟の形態で発展をはじめる。これは、明治末期 とは根本
的に異なる条件である。
この運動の基盤は、明治農法の確立を基礎 とした農業生産力の上昇による、自小作農民層の商
品生産者としての成長であり、農民的稲作商業農業の展開がみられることが、主要な内容である。
この経営様式の展開は、明治末期の小作争議による小作料固定化を前提とし、それを支点に、地
代率低下傾向と、自小作農民層の自立化傾向が発現する。
これに対し、資本主義の主機構は、独占資本主義の本格的確立にすすみ、第一次大戦後のイン
フレの過程で農民層の相対的窮乏化が進行する一方、戦後恐慌と植民地米移入によって、米価低落
が構造化 しはじめる。この関連と同時に、農民層は農業労賃の高騰を媒介に、賃金所得 と農業所
得の対比にすすみ、生産費原則の確立を追求 しはじめる。
このような、農民層分解と全機構的段階規定の統一的関連の中で、農業資本主義への展望をも
ちえないまま、全自 ・小作農民層が地主への小作料減免運動に参加 し、巨大地主との対抗を発展
させる。
この構造は、鹿又村農民運動の分析において、自作農民経営と地主経営の実証的分析を通 じて、
解明されている。
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6.農業恐慌期の農民運動の構造
昭和4年 、世界大恐慌の発生は、日本資本主義をも深刻な恐慌にまきこみ、その一環として、
農業恐慌が発生 した。この恐慌は、宮城県下の農民層分解の形態にも影響を与え、自作の減少、
小作の増加、自小作農増加傾向の停滞など、それまでの自小作層の増加と自立化過程の進行に、
逆流的状況をつくりだした。また、宮城県では、兼業農家すら減少 した。この変化の中で、独占
資本主義による農業合理化が進行 し、昭和12年 頃までに、戦前段階における明治農法から現代
農法への転換が完了する。 しか し、 この合理化によっても農業経営の危機的状況は解決されず、
小 ブルジョア化 した農民経営の維持のため、自作農創設、経済更生運動などの国家独占資本主
義による農業政策が展開された。土木事業の展開、負債整理、産業組合の育成がその内容であっ
た。この農業政策の展開にさきだち、労働農民党 ・共産党に対する大弾圧、農民組合 ・労働組合
への弾圧がなされたため、この農業政策の展開を通 じて地主制の維持がはかられた。しか し、国
家独占資本主義と小農民との関係が緊密化することによって、地主制の基礎はさらにほりくずさ
れた。
この期間、農民運動指導の主体勢力は、労農党から社会大衆党に転換 した。 この過程で、農民
組合内部の政党支持による対立が激化 した。恐慌期の農民運動は、労農派理論によって指導され
た運動であることが特徴であった。この段階には、争議の規模は零細になり、中小地主との争議
が多 く、巨大地主に対する運動組織と争議の展開は後退 した。
一方、農業政策の機能の重大化につれ、それに対する運動が展開され、また、農会、産業組合
内部での運動が新 しい意義をもった。これらの運動の様相を、全県的な規模と農村内部の事例分
析を通 じて明らかにする。
大平洋戦争の過程で、公然たる農民組合運動は解体ざせ られた。地主制の解体は、戦後の農地
改革をまたねばならなか った。しか し、この段階の地主制の諸矛盾の特徴とその解決の形態を分
析すれば、戦後農民運動がとるべき方針は自明であった。国家独占資本主義の農業政策の本質解
明と農民層分解の段階規定 とを統一的に分析することな しに、科学的検討を深めることは、あり
えなかったのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1本 論文は日本資本主義発展の諸段階における近代的農民運動の構造を、全国的視野のもとに
東北地方、とりわけ宮城県の農民運動を中心として実証的に解明したものである。その内容は、
序章 課題と分析の対象、第 ヱ章 日本資本主義と近代的農民運動の構造、第2章 勧農牧畜政
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策と自由民権運動の対応、第3章 明治末期農民運動の構造、第4章 大正期農民運動の構造、
第5章 昭和恐慌前の農民運動の構造、第6章 昭和農業恐慌期の農民運動の構造、および終章
か らな っている。
まず序章で、農民運動史研究の意義、ならびに本論文の課題と対象が設定される。すなわち日
本資本主義の戦前段階に小農民が展開した近代的農民運動の研究は、戦前の農民層分解および地
主制解体過程の解明に関 して重要な意義をもち、また昭和恐慌期以降の農民運動の展開は、日本
の国家独占資本主義段階における最初の農民運動と して、現代との接続において検討すべき意義
をもつとする。そして本論文の課題は、これまでの研究史を検討 し、日本資本主義の諸段階にお
ける小農民経営の存在形態、その分解の把握を基礎 として、地主制史研究と農民運動史研究との
統一をはかることにおかれる。また分析の対象としては、研究の空白な東北地方、とりわけ、明
治前期は農民問題と関連のある岩手県自由民権運動、明治後期以降は宮城県仙北稲作地帯が中心
としてとりあげられる。
つづいて第1章 では、日本資本主義と近代的農民運動の構造についての分析視角が示され、全
体的な見とおしがなされる。戦前の農民運動は、日本資本主義の確立およびその構造的一環とし
ての地主制の確立以降、日本資本主義の経済機構の内部における小農民の運動として、封建社会
の百姓一揆とは根本的に異なるものである。さらに産業資本が確立と同時に金融資本に転化する
につれて、この地主制 も日本帝国主義の一環に編成される。この過程における農民運動の展開が
地代の定額化、低下の一要因となり、農業生産力の上昇によって農民層の小ブルジョァ的分解へ
の移行がみられる。しか しこの過程は第一次大戦後の独占資本主義の本格的確立、大恐慌期の国
家独占資本主義への移行と重な りあい、農業資本主義化への展望はもち得ず、近代的農民運動は
地主制解体要因としての機能をはたす。以上の過程が、研究史からの批判的摂取にもとついて、
総括的に論じられている。
第2章 以下では、上記の観点にもとつ く東北地方を中心 とした実証分析である。第2章 は、近
代的農民運動に先行する岩手県の自由民権運動をとりあげる。馬産が重要な意義をもつ後進的な
岩手県農業においては、領主制的な産馬規制とその解体に当って、明治政府の勧農牧畜政策 と、
豪農層による産馬事業民営との対抗として自由民権運動が展開 され、県議会を舞台として上から
の再編成を挫折させて産馬事業民営が実現される。 しか し小農民層の商品生産者としての成長の
遅れから、その後、地主制下の馬小作が支配的となり、日清戦争以降の軍馬政策の確立に対応 し
ていく。上記の分析により、自由民権運動と農業構造との関係を解明したのが本章である。
第3章 は、明治30年 代の地主制確立以降、宮城県最初の近代的農民運動である明治末期の小
作争議をとりあげる。それは、明治30年 代後半の凶作、ならびに移出米検査につづ く41年の
県営産米検査の実施による地主的な産米改良の強制を主要契機 として発生 し、巨大地主地帯であ
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る仙北平野の水稲単作地帯を中心 とした小作料減免運動である。なかでも千町歩地主の存在 した
桃生郡では郡規模の組織に成長し、桃生 ・牡鹿連合小作人同盟会が結成され、小作米1割 減免な
どの要求をかかげて地主に対抗し、地主側の個々的な譲歩を得た。 しか しこの運動は、農事改良 ・
勤勉貯蓄の規約をかかげるなど、自然成長的な性格を有 し、また指導層も地主的自作上層である
点で限界を もち、 自然消滅する。 こうした運動の過程を詳細 に検討 した上で、この運動が資本主
義の確立、米市場の拡大を反映 した産米検査に対抗する全国的運動の一環であり、同時にいわゆ
る明治農法の未確立のため凶作を克服できない後進地的な農民経営の困窮がこの地域の運動の特
殊の動力となっていることなどが明らかにされている。
第4章 では、大正～昭和初期、宮城県農業の後進性克服、稲作地帯と養蚕地帯の一層の分化、
明治農法の普及、自小作農民層の自立化傾向の展開をふまえて、稲作地帯における地代率の低下、
中農標準化傾向のなかでの1～3町 層の自小作農家の商品生産者 としての成長が検討される。一
方、第一次大戦後の宮城県下の米騒動や左翼政治組織の結成があり、大正:12年桃生郡鹿又村に
日本農民組合支部がつくられる。この鹿又村の農村構造と地主制の詳細な分析によって、鹿又支
部の小作料2割 減免要求運動の必然性が究明される。 この運動は、中農的な自小作農民を主体 と
し、農業所得と賃金労働者所得を対比 しての小作料減免要求を中心 としたものであった。これは
独占資本と地主制の支配の下に容易に資本主義化されない農村の特殊な性格 、さらに高度に発展
した工業とお くれた農業という、独占段階の後進資本主義の矛盾を反映 したものであり、同時に
農民層の相対的窮乏化がすすんだ結果である。こうして鹿又の運動が日本資本主義の全機構との
つながりをもつゆえんを究明 した上で、運動の初期的性格 に由来する限界を具体的に明らかにし、
この時期の農民運動を昭和初期の本格的農民運動への過渡的な形態と規定 している。
第5章 では、大正12年 より昭和4年 までの宮城県農民運動の中心を、やはり主として仙北平
野 に求め、そこでは自小作層の増大傾向が停滞または後退 しているとする。これは、独占資本に
よる農業合理化の下でも、農民層が反当収量の停滞と土地改良事業の遅れとによって、矛盾に直
面 したことの反映で もある。 こうした条件の下で農民運動の激化がもたらされたとして、昭和2
年結成の日農宮城県連の活動を、弾圧によるその解体 まで詳細に紹介する。
この時期の農民運動の特色は、小作料減免運動から出発 して耕作権の確立の斗争へと発展し、
地主制 との対抗を激化させながら、その過程で政治斗争へと発展 したことにある。また昭和4年
から 「土地を働 く農民へ」という要求をかかげ、今後の運動の進路を示すにいた ったのは、農業
危機の進行に対応 して地主制廃止運動の方向をもったものである。運動は出発点から巨大地主に
向けられ、5反未満層か ら3～5町 層までの農民が組織され、指導者は1～3町 層の自小作中農
が多数をしめていたが、そのなかに貧農を指導者とする支部も出現 した。その要求のなかには、
用水確保に関する国家 ・地主への要求を含むなど、農民運動に内在する論理をひき出し、労農党
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と連繋 しなが ら、運動を常に資本主義の全機構との対立に発展させていったことに高い評価が与
えられる。
これと著 しい対照をなしたのは、大崎地方の南郷村の場合である。そこにおいても、小作農民
層の成長と地主制の対立がみられたのであるが、しか し北上川下流地帯などとちがって、在村大
地主による水利事業と耕地整理の施行、農法再編の進行が小作争議の発生を抑えた。ついで自作
農維持創設事業、分村問題の解決にからむ全村産業組合の結成、村農会の再建、小作調停、なら
びに在村大地主の慈恵政策などの争議抑止策が、農業恐慌期においても、農民運動を圧殺 し、地
主制の危機を回避 させたといわれる。 こうした事例の指摘は、次章の問題と関連 して重要である。
第6章 は、昭和5年 の農業恐慌を画期 として、農民運動が前期とは様相や指導勢力を異に して
展開 し、太平洋戦争期に解体 していく方向を述べている。農業恐慌期には、宮城県下でも自作農
の減少、小作農の増加、自小作農増加傾向の停滞など、以前の自小作農の増加と自立化に逆行す
る状況が出、兼業農家すら減少 した。このなかで独占資本主義による農業合理化がすすみ、昭和
12年頃までに現代農法への転換が完了する。 しか し農業経営の危機的状況は解決 されず 、小 ブ
ルジョア化した農民経営の維持のため、自作農創設、経済更生運動などの国家独占資本主義の農
業政策が展開 された。 この間、農民運動の指導勢力は労農党から社会大衆党に転換 し、農民組合
内部の政党支持による対立が激化 した。 このなかで運動の中心は、前期の、大地主に対する斗争
から、農業危機を反映する中小地主の土地取.ヒげに対する反対運動へと変 り、また借金据置き、
救貧土木事業斗争、米貸下げ運動など高利貸や県 ・政府への斗争 ・要請の運動が展開され、争議
の規模 も零細 となった。
ところで、この時期 に上記の運動とは異なる新たな運動形態が本吉郡御岳村などに見られた。
それは運動の重点を、小作争議から、農事改良のための実行組合、有畜農業協同組合、養蚕組合
を基礎とした農民組合の拡大へと移 していった。ここに農民運動が国家独占資本主義の農業政策
に包摂 される側面と、そのなかから対国家独占資本主義の新たな農民運動形成の胚芽がみ られる
ことになるのである。
皿 本論文は、日本における近代的農民運動の構造を、明治期から昭和農業恐慌期、日中戦争開
始までの諸段階について、全国的に比較 しつつ、東北 とくに岩手 ・宮城県を中心に精密な実証分
析をかさねた成果である。視点としては、農民経営の近代的な発展を基礎にすえ、地主制の変貌
と農民運動の展開を統一的に理解 しようとしたものであり、農民運動そのものの事実経過の詳細
な叙述を含めて、各段階の農民運動の構造を着実に分析した研究として成功 している。
従来、日本農民運動史について、上記のような視点から、一定の地域の農業経営の実態 に立ち
入 って分析 した研究はきわめて少な く、本論文はこの点、独自な成果として評価できる。
また近代的農民運動のいわば前身としての岩手県の自由民権運動に関する実証 も、民権運動と
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農業構造との関連を分析したものとして、数少ない成果である。
さらに、昭和農業恐慌期以降、国家独占資本主義のもとに、農民運動が産業組合運動のなかに
吸収されてい く面があることを実証 しており、戦後段階へのつながりの点で重要な問題を提示 し
たものである。
以上が本論文の主要な特徴であり長所である。
戦後とくに最近では農民運動史研究者が必ず しも多 くないなかで、佐藤氏は多年にわたり農民
運動史の分析 とその体系化をはか ってきたのであり、本論文はその現在 までの到達点である。む
ろんそこに残された問題がないわけではない。たとえば、小農民の商品生産者 としての性格 自体
についても、あるいは自作 ・小作別 の生産力発展についても、さらに精密に分析する必要があり、
また農民運動に関連する農業政策の展開をさらに明確にする必要 もあろう。 しかし、 こうした問
題があるにもかかわらず、本論文は日本資本主義の農業問題に根ざす農民運動史の経済学的研究
として秀れた業績であることは疑いない。
以上審査 した結果によって、本論文の提出者は経済学博士の学位を授与されるに十分な資格を
もつものと認められる。
経18
